
研究概要（研究課題⑥）

正しくクルマを利用する自動車来訪者

地域の経済活動に貢献する自動車来訪者

駐車場デポジット制度による受容性と柔軟性の高い駐車場デポジット制度による受容性と柔軟性の高い

　　　　　　　　　　都心部自動車流入マネジメント施策の研究と実証　　　　　　　　　　都心部自動車流入マネジメント施策の研究と実証
研究代表者：森川高行（名古屋大学大学院教授）

・交通管理施策として有効なロードプライシング（ＲＰ）
は、受容性が低いため、わが国での実現が困難。

・受容性の高い新型ロードプライシングとして、「駐車
場デポジットシステム（ＰＤＳ）」を提案。

・PDSの有効性を受容性と交通改善効果の観点から
検証することが目的。

RPRP課金額課金額

を返金を返金

背景と目的背景と目的

PDSPDSの概要の概要

駐車デポジット
規制エリア

エリア流入時に
料金を徴収
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・合意形成戦略の立案
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研究体制

エリアを通過するだけの車両
違法駐車する車両

ロードプライシング効果

駐車場を利用する人
エリア内で買物などを行う人

実質的に課金なし

将来的には、交通エコポイントと連携

研究内容の概要（１）　：　受容性に関する研究

・名古屋都心地区でアンケート調査を実施

　　⇒RPとPDSに対する賛否と関連する心理要因を把握
　　　約6,000サンプルを配布し、1,248サンプルを回収

賛成率の社会的均衡点賛成率の社会的均衡点

・個人と社会の賛成率が一致する均衡点は？

同じ実質課金額では、PDSの方が賛成率が高い
その差は実質課金額が高いほど小さくなる。

混雑課金政策に対する「不公平感」の影響混雑課金政策に対する「不公平感」の影響

・課金政策に対する「不公平感」をPDSは緩和でき
るか？

課金政策は公平だと思いますか？

RPへ賛成/反対 PDSへ賛成/反対

今まで無料
だったのに

不公平感 公平感

車は環境に
悪いから当然

RPへ賛成/反対 PDSへ賛成/反対

＜2変量2項プロビットモデル＞

＜2項プロビットモデル＞
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２変量２項プロビットモデル２変量２項プロビットモデル

個人の賛成確率

他社の賛成率

道路課金政策を不公平だと感じていてもPDSの賛
成確率は高い⇒PDSは不公平感に左右されにくい(2.0)1.60(--)1.0 誤差項の標準偏差σ

(0.9) 0.311 PDS定数項

0.738 （23.1）誤差項の相関

(0.8)0.115(1.8)0.163 配布場所：名古屋駅ダミー
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◆モデルの推定結果（社会の賛成率パラメータをシェア）

サンプル数：852 修正ρ2値 = 0.135 ( )内はt値

◆モデルの推定結果（社会の賛成率パラメータをシェア）
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研究概要（研究課題⑥）

研究内容の概要（２）　：　交通改善効果に関する研究

来訪交通の変化傾向来訪交通の変化傾向

・実質課金額が上がると、自動車交通量の削減効
果も増加。一方で、実質課金額が上がると、来訪
者も減少。

・自動車から鉄道への手段転換は少なく、目的地
変更や移動自体の取りやめが多くなる。

自動車交通の変化傾向自動車交通の変化傾向

・返金額が増しても、RPと同様の通過交通排除効
果がある。

◆交通行動モデルの概要

　　時間帯別・統合型交通均衡配分システム 滞在 出勤 登校 自由 業務 帰宅

自動車 鉄道 バス 自転車・徒歩

ゾーン1 ゾーン2 ゾーンｓ・・・

経路1 経路2 経路k・・・

【活動内容選択】

【目的地選択】

【交通手段選択】

【経路選択】

滞在 出勤 登校 自由 業務 帰宅

自動車 鉄道 バス 自転車・徒歩

ゾーン1 ゾーン2 ゾーンｓ・・・ゾーン1 ゾーン2 ゾーンｓ・・・

経路1 経路2 経路k・・・経路1 経路2 経路k・・・

【活動内容選択】

【目的地選択】

【交通手段選択】

【経路選択】

名古屋駅 栄

対象地区

4.7km2

参考
ロンドン：22km2
シンガポール：6.4km2

・PT調査データ（2001年）よりパラ
メータ推定
・自動車LOSはプローブカーデータ
（2002年）よる時間帯別集計値
・自動車交通の時間価値は外生的
に設定
　→PT調査データより高速道路利
用選択モデルを構築し算出
　→出勤・登校・業務：83.4円/分，
自由・帰宅：43.9円/分

対象エリア

【課金700円返金ゼロ】 【課金700円返金700円】
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＜＞内の数値は対現況値

-2.1%-40.4%-8.8%-95.3%0.4%3.2%-2.2%-42.6%-82.4%課金700円
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自動車交通関連指標の変化率（対現況交通で比較）

研究内容の概要（３）　：　社会実験システムの考え方

・位置情報は個人情報であるため、位
置情報を取得するには利用者の同意
が必要

・クルマで携帯電話を利用することは法
律で禁止されている

・通信費用の負担者をモニターまたは
主催者とするかは別途検討が必要

・GPSの誤差を前提とした実証実験エリ
アの選定が必須となる

・精度誤差があるため、位置を
正確に捕捉することが難しい

・モニターの移動手段の把握が
困難

　－規制エリアに入域した手
　段が、徒歩なのか、自転車

　　なのか、クルマなのか、公
　共交通機関なのかを判別 　
　
　することが難しい

△・GPS携帯電話の配布費用の
負担が必要

・携帯電話を利用して駐車場
料金の支払いを行なう場合
には、GPSに加えておサイ
フケータイの機能も備えた
携帯電話の配布が必要

○モニターにGPS携帯電話を
配布し、GPS機能を活用し
て入退域の判断および決済
を行なう方式

GPS携帯電話
方式

・制限区域入で一旦停止が必要となる
ため、渋滞が引き起こされる可能性
がある。

・道路上に監視用の設備を設置する方
法と監視員による確認方法の２つが
ある。路側器確認方式では渋滞が懸
念され関係機関との協議が大変。監
視員方式で精度の問題あり。

　

・読み取り機は、路側器とする
か、人手によるもの（例：監視
員の携帯端末での読み取り）
があり、一長一短。

・人海戦術の場合は、情報確認
の限界がある。

・路側方式であればシステム上
の精度は十分。

○・路上でICカード読取の体制
や機械の準備が必要

・許可証事前配布のコストが
発生

※システムコストは安いが、
監視員の人件費が不明

○制限区域入口にてドライバー
が事前購入した許可証を用
いる。ICカード読み取り装置
による許可証の確認による
通行認識方法

IC内蔵許可証
方式

DSRC方式

（ETC）

システム方式

・道路上に機器を設置するにあたって
は、多数の関係者との調整が必要

・コストが嵩む。

○△ ・入退域時の情報を確実に収集
することが可能

・ETCの読取装置を設置する
路側インフラの整備コストが
発生

・ETCの配布費用の負担が必
要

　－機器を保有している場合
は機器の配布が不要となる
可能性がある

有料道路利用に使用する
ETCを流用。通行車両に装
着したETC車載器と入出域
時のガントレーの無線通信
による通行認識方法

制約事項システムコスト概要

・GPS携帯電話方式、ETCを利用したDSRC方式、（IC内蔵）許可証方式のいずれの場合も、それぞれメリット・デ
メリットがある。

実験方法のメリット・デメリット


